
第７章 計画の推進体制 

 

１．市町村等の責務 

子ども・子育て支援法では、「市町村の責務」として以下の３点について定め、「量の確保」と「質

の改善」などに取り組む必要があるとしております。 

また、同法では「事業主の責務」や「国民の責務」についても定めております。 

 

市町村の責務 

1 子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ども及びその保

護者に必要な子ども・子育て支援給付や地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画

的におこなうこと。 

2 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受けたり、地域子ども・子

育て支援事業等の子ども・子育て支援を円滑に利用するために必要な援助をおこない、

関係機関との連絡調整など便宜の提供をおこなうこと。 

3 子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の選択に基づき、

多様な施設や事業者から、良質かつ適切な教育・保育等の子ども・子育て支援が総合的

かつ効率的に提供されるよう、提供体制を確保すること。 

 

事業主の責務 

1 雇用する労働者に係る様々な労働条件の整備や、労働者の職業生活と家庭生活との両立

（ワーク・ライフ・バランス）が図られるようにするために必要な雇用環境の整備等を

おこなうことにより、雇用している労働者の子育て支援に努めるとともに、国や都道府

県、市町村の子ども・子育て支援事業に協力しなければならない。 

 

国民の責務 

1 子ども・子育て支援の重要性に対する関心と理解を深めるとともに、国や都道府県、市

町村の子ども・子育て支援事業に協力しなければならない。 

 

 

２．計画の推進に向けた役割 

本計画を着実に推進するためには、法で定める責務を果たすだけでなく、町民一人ひとりが、地域

全体で子どもと子育て中の世帯への支援の必要性等について深く理解し、自らの問題として主体的

に取り組む必要があります。 

そのため、道や市町村はもとより、家庭や地域、幼稚園、学校、企業等がその機能に応じた役割を

果たすとともに、相互に連携していくことが求められております。 

 

  



（１）行政の役割 

本町は、子育て支援の重要な役割を担うものであることから、この計画に基づくすべての事項を

総合的かつ計画的に推進いたします。また、個々の施策は、それぞれの担当部局が主体的に実施する

ことから、この計画の推進には、様々な行政サービスの総合的な展開を図ってまいります。 

また、子ども及びその保護者が、必要とするサービスを円滑に利用できるよう、必要な支援を行う

とともに、良質で適切な教育・保育等の子ども・子育て支援が総合的・効率的に提供されるよう、提

供体制の確保に努めてまいります。 

 

（２）家庭の役割 

保護者は、子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下、家庭が子どもの人格

形成、基本的生活習慣の確立にとって重要な役割と責任をもっていることを認識することが必要で

す。この認識に基づき、子どもとのスキンシップを深め、明るい家庭を築くとともに、子どもの発達

段階に応じた適切な家庭教育を行うよう努めることが重要です。 

また、家庭において女性だけが子育てに大きな負担を負うことがないように、男女が協力して子

育てを進めることが重要です。 

 

（３）地域社会の役割 

子どもは地域社会の中で社会性を身に付けて成長していくことから、地域社会は、家庭環境、心身

の障がいの有無、国籍等にかかわらず、すべての子どもが、地域の人々との交流を通して健全に成長

できるようにサポートすることが必要です。 

また、町としても子ども及びその保護者が、積極的に地域活動に参加するよう促し、町民ひとり一

人は地域を構成する一員であるという自覚を持ち、できる範囲で地域における子育て支援活動に参

画するように促してまいります。 

 

（４）企業・職場の役割 

働いているすべての人が、仕事時間と生活時間のバランスがとれるよう多様な働き方を選択でき

るようにするとともに、職場優先の意識や、固定的な性別役割分担意識等を解消し、働きやすい職場

環境をつくることが重要です。 

このため、企業・職場自体が、そのような職場環境をつくるよう努力するとともに、働く人が認識

を深めることが大切です。 

また、企業における社会貢献の一環として、それぞれの企業が持つノウハウを活かしながら地域

活動に参画するよう促してまいります。 

 

（５）各種団体の役割 

社会全体で子育て中の家庭を支え、子どもの「自ら成長しようとする力」を伸ばすためには、行政

だけではなく地域社会で活動している多くの団体が、行政や町民と連携し、互いに補いながら子ど

もの健全な成長を支援することが必要です。 

 

  



３．計画の推進に向けた３つの連携 

本計画の実現に向けては、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を提供するため、

関係者は次に掲げる相互の連携及び協働を図り、総合的な体制の下に子ども・子育て支援を推進す

ることを目指してまいります。 

 

（１）市町村内における関係者の連携と協働 

質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を実施するため、地域の実情に応じて計画的

に基盤整備を行うにあたり、教育・保育施設、地域型保育事業を行う者、その他の子ども・子育て支

援を行う者が相互に連携し、協働しながら地域の実情に応じた取組を進めていくことといたします。 

また、妊娠・出産期からの各種健診等事業をスタートとして、子どものライフステージに応じた切

れ目のないサービスの提供と、関係機関等が情報共有して支援ができることが重要となります。 

そのため、特に、教育・保育施設である認定こども園、幼稚園においては、子ども・子育て支援に

おいて地域の中核的な役割を担うとともに、地域型保育事業を行う者及び地域子ども・子育て支援

事業を行う者等と連携し、必要に応じてこれらの者の保育の提供等に関する支援を行うことが重要

となることから、円滑な連携が可能となるよう、積極的に関与してまいります。 

 

（２）近隣市町村との連携と協働 

子ども・子育て支援の実施にあたり、地域の資源を有効に活用するため、地域の実情や、必要に応

じて近隣市町村と連携、共同して事業を実施するなどの広域的取組を推進することが必要となりま

す。 

そのため、住民が希望するサービスを利用できるよう、近隣市町村と連携を図り、迅速な対応がで

きる体制づくりを行ってまいります。特に、市町村域を超えたサービスの利用や、複数の市町村に居

住する子どもが利用することが見込まれる事業所内保育事業など、個々のサービスの特性に留意し

て必要な連携と協働を行ってまいります。 

 

（３）国・道との連携、関係部局間の連携と協働 

子ども・子育て支援制度により、認定こども園、幼稚園及び保育所を通じた共通の給付が創設され

るとともに、幼保連携型認定こども園の認可及び指導監督が一本化されました。 

そのため、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を一元的に行うとともに、子育て支援に関

係するすべての事業の一体的な提供や、家庭教育の支援施策を行う本町の関係各課との密接な連携

を図ることが重要となります。 

また、子ども・子育て支援制度の総合的かつ効率的な推進を図るため、円滑な事務の実施が可能な

体制を整備いたします。 

さらに、近隣市町村間の連携を図る上では、必要に応じて都道府県が広域調整を行うこととなっ

ていることから、国・道との連携を図り、恒常的な情報交換と必要な支援を受けることで、円滑な事

業展開を図ってまいります。 

 

 

  



 


